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市では、年 2 回予算の執行状況を公表しています。

今回は、平成 27 年 3 月末現在の市財政事情をお知らせ

します。　　　　　　　※割合は小数点第 2位を四捨五入

　　　　　　　　　　　　問政策経営課（千代田庁舎）

「市の財政が今どのような状態にあるのか」を市民の皆さんへお知らせ

財政事情を公表します

一般会計予算 ▶ 177 億 6196 万 9 千円

一般会計とは、皆さんの暮らしに身近な仕事を行うため

の市の基本的な会計です。

特別会計予算 ▶ 106 億 5495 万 1 千円

特別会計とは、特定の事業を行う場合や特定の収入を

特定の会計の支出に充てるために、一般会計とは区分

して経理している会計です。

【歳入】
名　称 収入済額 収入率

一 般 会 計 137 億 0791 万 1 千円 77.2％

特 
別 

会 

計

国 民 健 康 保 健 48 億 1777 万 3 千円 90.8％

後期高齢者医療 6 億 6140 万 4 千円 100.5％

下 水 道 事 業 3 億 3906 万 5 千円 30.9％

農業集落排水事業 7553 万円 17.8％

介 護 保 険 29 億 6664 万 1 千円 93.6％

【歳出】
名　称 収入済額 収入率

一 般 会 計 134 億 5236 万 6 千円 75.7％

特 

別 

会 

計

国 民 健 康 保 健 49 億 5279 万 6 千円 93.3％

後期高齢者医療 6 億 3366 万 7 千円 96.2％

下 水 道 事 業 10 億 2911 万 2 千円 93.8％

農業集落排水事業 4 億 0025 万 6 千円 94.2％

介 護 保 険 27 億 4513 万 3 千円 86.6％

 平成 26年度予算の執行状況
　（繰越明許分 5378 万 2 千円を含む）

 市税の納入状況
収入済額 ▶ 54 億 3813 万 5 千円

区　分 収入済額 徴収率

市民税 25 億 4539 万 4 千円 88.9％

固定資産税 24 億 6918 万 8 千円 92.3％

その他 4 億 2355 万 3 千円 97.4％

 地方債現在高の状況
地方債現在高 ▶ 312 億 7101 万 8 千円

地方債とは、特定の歳出に充てるために地方自治体が 

年度を越えて元利を償還する借入金です。

区　分 収入済額

一般会計債 173 億 6133 万 6 千円

下水道特別会計債 73 億 9053 万 3 千円

農業集落排水特別会計債 28 億 9083 万 2 千円

水道事業特別会計債 36 億 2831 万 7 千円

 基金現在高の状況
基金残高 ▶ 66 億 2707 万円

基金とは、特定の目的のために資金を積み立て、または

定額の資金を運用するために設けられる資金または財

産のことです。

区　分 収入済額

財政調整基金 22 億 8583 万 6 千円

減債基金 12 億 1770 万 8 千円

その他基金 31 億 2352 万 6 千円

 一時借入金の状況
一時借入金現在高 ▶０円

一時借入金とは、一会計年度内において歳計現金が不

足した場合に、その不足を補うために借り入れる借入金

のことです。

方創生 アイデア募集地
人口減少を克服し、地域経済の発展や活力ある地域社会の形成を目指して

 テーマ
▶ 仕事を増やし、安心して働ける仕組みをつくる。

▶ 本市に新たな人の流れをつくる仕組みをつくる。

▶ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる。

▶� 地域を活性化するとともに、安全な暮らしができる

社会づくりを実現する。

国や地方では、将来にわたり活力ある社会の形成を維持していくために、

創生へ向けた本格的な取り組みをはじめています。

本市においても、今後 5 カ年の目標や施策の基本的方向、具体的な施策を

まとめた総合戦略の策定に向けて準備を進めているところです。

そこで、市民の皆さんから次のテーマに沿ったアイデアを募集します。

 提案方法
①提案内容を、市ホームページ申請フォームから入力。

　　　　　㊨ QR コードからもご利用できます。

②�「提案書」様式を市ホームページからダウンロードいた

だき、必要事項を記入の上、郵送、FAXまたは直接持参。 

　※用紙は千代田・霞ヶ浦庁舎、中央出張所に設置

①郵送の場合

　〒 315-8512　かすみがうら市上土田 461　

　かすみがうら市　市長公室　地方創生担当宛て

② FAX の場合　　

　0299-59-2176

③持参の場合　千代田庁舎（政策経営課）

［受付時間　8 時 30 分～ 17 時 15 分（土・日を除く）］

 提出先

7 月 15 日（水）まで （郵送の場合は当日消印有効）

 提出期限

まち・ひと・しごとの創生に向けた政策 5 原則

１．自立性

　�構造的な問題に対処し、地方公共団体、民間事業    

者、　個人等の自立につながる。

2．将来性

　�地方が自主的かつ主体的に、夢を持って前向きに 

取り組むことを支援する。

３．地域性

　�各地域の実態に合った施策を支援。国は支援の

受け手側の視点に立って支援。

４．直接性

　�最大限の成果を上げるため、直接的に支援する施

策を集中的に実施する。

５．結果重視

　�PDCA メカニズムの下、具体的な数値目標を設定

し、　効果検証と改善を実施する。

■�提案書の返還や提案いただいた事項に対する回答

は行いません。

■�ご提案いただいた内容の中で、採用され事業化さ

れた際に発生する一切の権利は、かすみがうら市

に帰属するものとします。

■�内容は「かすみがうら市まち・ひと・しごと創生

総合戦略推進本部」で、国で掲げた政策 5 原則に

基づき協議します。その他のものはご意見として

参考とさせていただきます。

問地方創生（千代田庁舎）

市の人口は出生数・若年世代が減り続け、将来推計では 25 年後に約 1 万人減少


